






令和６年７月

リスク対策室

リスクマネジメントの手法として火災保険が用いられますが、ここ数年保険料が値上げになっています。
今年10月には更なる改定（値上げ）が予定されています。下記の記事をご覧ください。

火災保険料10%前後上げ 2024年5月8日 日経新聞（抜粋）

火災保険料は値上げが続く

様々な商品やサービスの価格が高騰する中で、火災保険の保険料も上げることになります。

対抗策として我々として出来ることはあるのでしょうか。いくつかの例をあげますとー

１ 新たな保険への切替

  保険料が上がる前の条件で加入する。いわゆる「駆け込み」での契約で保険料を抑えられます。

 加入中の火災保険の期間が満了するのを待たずとも(更改前に)、その前に切り替えることが可能です。

２ 補償内容の見直し

 更新や切替にあたり補償の内容を精査し、不要なものを 火災 水災

 外すなどして保険料を削る.

 地震保険を付けるか等を含め、要る、要らないを
 再度考えることで保険料削減が可能です。

３ 必要保障額を検討する（ライフステージを考慮する）

 最近の火災保険は「新規取得価額」が補償されるものが主流です。簡単にいうと家が全損した場合に

 取得した時と同じ価値のものが得られるということです。しかし、新築した時から家族構成が変わり

 当初４人家族だったものが現在では２人ということもあります。今現在、本当に必要な住宅が２人が

 住めるもので良ければ、火災保険の補償額を下げることで保険料を抑えることもできます。

 取得時は４人家族 子供が独立し

夫婦２人暮らし

例えば 2009年10月に加入した火災保険を2024年10月に同じ 2024年9月に早期更改で

建物2500万円 条件で更新すると 建物1800万円（補償減）

家財1000万円 ↓ 家財200万円（ ” ）

保険料は５年で約10万円 保険料は5年で約20万円 保険料は5年で約15万円

上記はあくまでも概算ですが、このように保険料負担を抑えることが可能です。

小山会計リスク対策室がお役に立てることは
●火災保険の内容見直し(無料)
 内容点検と変更にあたっての提案をいたします。お気軽に声をかけてください。

2019年10月 ６~７％

火災保険の改定

時期 引き上げ幅
2015年10月 ２~４％

2021年1月 ６~８％
2022年10月 11～13％

2024年10月（予定） ９～10％程度
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10,000円以下の飲食費とインボイス 

1人当たりの飲食費
　1人当たりの飲食費（社内飲食費を除く。以
下同じ）は、次の算式で計算します。除外するに
は金額だけでなく、一定の書類の保存が求めら
れている点にも、留意しましょう。
【算式】【算式】

インボイス制度下での
10,000円

　税抜経理方式を適用している場合、消費税
等の額を含めず（税抜） 10,000円以下である
か判断します。その際、消費税の計算を一般課
税で計算する事業者にあっては、支払先がイン
ボイス発行事業者か否かで、消費税率10％の
場合、原則、次のとおり異なります。

【10,000円のボーダーライン（支払金額） 】【10,000円のボーダーライン（支払金額） 】

　「左記以外」の金額が期間により異なるの
は、税抜経理できる割合が①は消費税等の額
の80％、②が50％と異なるためです。③は全く
できず、支払金額全額で判断します。

超えたとしても……
　結果的に10,000円を超えて交際費等となっ
たとしても、下表のとおり中小法人等であれば、
その他の交際費等と合計して年800万円まで
損金となる特例があります。

令和6年4月1日以後支出分より、税務上の交際費等から除外する飲食費の額が1人当たり
10,000円以下となりました。インボイス制度下での“10,000円”はどう考えるのか、確認しま
しょう。 

飲食等として支出する金額
飲食等に参加した者の数

＝ 1人当たりの
飲食額

インボイス
発行事業者 左記以外※

①① R6.4.1～R8.9.30

11,000円

10,784円

②② R8.10.1～R11.9.30 10,476円

③③ R11.10.1～ 10,000円
※端数処理等により、金額に1円の差が生じます。

消費税率10％

飲食費 （社内飲食費を除く） 左記以外の交際費等

1人当たり10,000円以下 1人当たり10,000円超 取引先等への
贈答・慶弔・謝礼金等

①期末資本金の額等が100億円超の法人等

損金算入

損金不算入

②①③以外の法人 接待飲食費に係る
損金算入の特例※3 50％損金算入 損金不算入

③中小法人等※1※2 中小法人に係る
損金算入の特例※3 合計年800万円まで損金算入

※1　中小法人等とは、期末資本金の額等が1億円以下の法人で、資本金の額等が 5億円以上の法人の100％子法人等一定の法人以外の法人等
※2　中小法人等は、接待飲食費の損金算入の特例か中小法人の損金算入の特例のいずれか選択適用
※3　令和6年度税制改正により適用期限が3年（令和9年3月31日までの間に開始する事業年度まで） 延長

● 交際費等の損金不算入制度の概要（イメージ）




